
戦没者遺骨鑑定の取組状況について
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○ 戦没者遺骨の鑑定に関する研究

・最新の技術、研究の実務への応用を目指す

○ 諸外国の鑑定機関との共同鑑定

業務内容

○ 遺骨の科学的な鑑定

・日本人か否かの所属集団判定（形質鑑定、DNA鑑定）

・遺族との身元特定

○ 遺骨収容に関する技術的事項

戦没者遺骨鑑定センター（概要）

身元特定DNA鑑定会議

戦没者遺骨鑑定センター運営会議

所属集団判定担当

センター企画運営調整官

所属集団判定会議

身元特定担当

技術調整担当

センター長

※社会・援護局に設置（令和２年７月16日に大臣伺い定めとして立上げ）

センターの体制

【専門家の参加する会議】

企画運営担当

戦没者の遺骨収集に
関する有識者会議

戦没者遺骨鑑定センターの運営を含
む遺骨収集事業全般について、定期
的に報告し、外部有識者の意見をい
ただく

DNA鑑定分析官（分析施設担当）
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1．身元特定DNA鑑定会議（戦没者遺骨の身元特定のためのDNA鑑定の実施状況について）

〇 収容した戦没者遺骨については身元が判明した場合には遺族に返還しているが、平成15年度から遺族が希望
する場合は身元特定のためのDNA鑑定を実施し、令和4年3月末までに、1,210 件の身元が判明した。

〇 これまでは遺留品や埋葬記録等から遺族を推定できる場合などに限ってDNA鑑定を⾏っていたが、遺族の高
齢化を踏まえ、平成29年度から沖縄県で、令和2年度から硫⻩島及びキリバス共和国ギルバート諸島タラワ環
礁で収容された戦没者遺骨について、広報を通じて戦没者の遺族からの申請を募り、遺留品等の⼿掛かり情報
がない遺骨についてDNA鑑定を試⾏的に実施。

〇 令和2年８⽉及び９⽉にキリバス共和国の戦没者遺⾻２柱、12⽉に硫⻩島の戦没者遺⾻２柱について、それ
ぞれ遺族との間で身元が特定されたことを踏まえ、令和3年10月から、遺留品等の手掛かり情報がない戦没者
遺骨の身元特定のためのDNA鑑定を実施する対象地域を厚⽣労働省が遺⾻の検体を保管している全地域に拡⼤
し、公募により実施している。令和4年３⽉末までに、947件の申請を受け付け、うち49件審議を実施した。

〇 令和３年度は⾝元特定DNA鑑定会議を5回開催し、503 件の鑑定結果を得られ、10件について身元が判明し
た。令和4年度は第1回目の会議を6月22日に開催し、185件を審議。

2．所属集団判定会議（遺骨判定の状況について）

○ 遺骨の所属集団の推定については、検体ごとにSTR型を基本としたDNA分析結果を踏まえた判断を⾏い、当
該検体が埋葬されていた場所の状況（埋葬地名簿や部隊記録等から日本人以外が含まれていない等）の判断を加味して、
「日本人の遺骨である」「日本人の遺骨である可能性が低い」「次世代シークエンサによるSNP分析でさらに
所属集団の推定を⾏う」のいずれかの判定を実施。令和４年３⽉末までに、5,370件の判定を⾏った。

○ その結果の内訳は「日本人の遺骨である」が4,034件、「日本人の遺骨である可能性が低い」が96件(※)、

「次世代シークエンサによるSNP分析でさらに所属集団の推定を⾏う」が1,240件となっている。

※ 「日本人の遺骨である可能性が低い」96件については返還に向け相手国と協議。

〇 令和３年度は５回開催。令和４年度は第１回⽬の会議を６⽉30日に開催し、567件を審議。

遺骨鑑定の状況及び今後の進め方等について
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３．令和３年度委託事業（次世代シークエンサを使用したSNP分析）の結果について

○ 令和3年度委託事業では、211検体について次世代シークエンサを使用したSNP分析を実施した結果、全てで
はないが、一定の判定結果が得られることが認められた。

○ 令和4年度以降、所属集団判定会議において「判定不可」とされたものについて、SNP分析を継続して実施
（令和4年度委託事業︓約400件分析予定）。

○ 一方、SNP分析を実施した事案については、現在の遺骨収容・鑑定プロセス上、STR型を基本とした分析等
とあわせて、所属集団判定会議における総合的な判断を経て、その所属集団の判定を⾏うこととされている。

SNP分析結果を活用した所属集団判定の結果については、今後の戦没者遺骨鑑定センター運営会議において
報告する。

４．戦没者遺骨の鑑定体制の強化について

○ 令和3年9月に「鑑定調整室」を廃止し、遺骨の鑑定業務を所掌する「戦没者遺骨鑑定推進室」と、遺骨及び
遺⾻に付随する遺留品の管理・調査等に関する業務を所掌する「戦没者遺骨調査室」による２室体制とした。

○ 収集した遺骨のSTR型を基本とした分析体制を強化するため、現在DNA鑑定を委託している12の鑑定機関
（大学）の他に、厚⽣労働省⾃らがDNA鑑定（遺骨からのDNA抽出、STR型の判定、遺族とのマッチング）を
⾏う分析施設を都内に設置（※）し、令和4年度中に稼働する予定である。
（※）都内の⺠間施設の1室を借り上げて設置

○ 現在、DNAシークエンサをはじめDNA鑑定に必要な機器の設置や動作確認・精度検証や、戦没者遺骨鑑定の
専門家の採用等、分析施設の稼働に必要な手続きを進めている。

５．戦没者遺骨鑑定における同位体分析の応用に係る研究事業（令和4年度委託事業）について

○ 戦没者遺骨収集事業において収集した遺骨の所属集団判定に必要に応じ同位体分析を応用するに当たっての
課題等を議論・検討するため、令和3年度に、援護担当の大臣官房審議官の下に同位体分析等の専門家による
「戦没者遺骨収集における同位体分析の活用に係る検討会」を開催し、令和3年12月に報告書を取りまとめた。

○ 令和4年度は、戦没者遺骨鑑定における同位体分析の応用を検討する研究事業を実施し、検討会で整理した
課題解決の前提となるデータ収集や精査、検証等を実施する。（東京大学総合研究博物館に委託）
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DNADNA鑑定の実施状況
（令和４年３月末現在）

身
元
の
確
認
状
況

身元が判明した遺骨 1,200 1,210

身元が否定された遺骨 2,428 2,921

所
属
集
団
の
確
認
状
況

日本人の遺骨 829 4,034

日本人である可能性が低い遺骨
（※１）遺骨収集有識者会議専門技術チーム報告書において指摘さ
れたもの（460件）を含む

500
うち所属集団判定会議

における判定：40

40 556
うち所属集団判定会議

にける判定：96

次世代シークエンサにて更なる分析
を行う遺骨
（※２）遺骨収集有識者会議専門技術チーム報告書において指摘さ
れたもの（241件）を含む

371
うち所属集団判定会議
における判定：130

1,481
うち所属集団判定会議
における判定：1,240

（令和3年3月末時点件数） （令和4年3月末時点件数）

※１「戦没者遺骨の所属集団の鑑定及び鑑定方法の検討等に関する専門技術チーム 報告書」（令和２年３月25日）において、日本人を主体とした埋葬地ではないとされたロシア７事例。
※２「戦没者遺骨の所属集団の鑑定及び鑑定方法の検討等に関する専門技術チーム 報告書」（令和２年３月25日）において、一部日本人の遺骨である可能性が低い遺骨も入ったロシア

２事例、全てが日本人の可能性が低いとされたフィリピン10検体。そのほか、「「戦没者遺骨のDNA鑑定人会議」において日本人でない遺骨が収容された可能性が新たに指摘された
事例について」（令和元年12月18日）において公表した、ロシア４事例、ミャンマー２事例、ツバル１事例。
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戦没者遺骨の身元特定ＤＮＡ鑑定会議について

１ 第１回会議（令和２年７月29日開催）

○ 63件について鑑定を行った。このうち、血縁関係の確認ができたものが３件（うち手掛かり情報なし1件）。血縁関係の確認ができなかったものが49件。11件に
ついては、より精度の高い分析を行ったうえで、今後再確認することとなった。

２ 第２回会議（令和２年９月29日開催）
○ 54件について鑑定を行った。このうち、血縁関係の確認ができたものが３件。血縁関係の確認ができなかったものが49件。２件については、より精度の高い分

析を行ったうえで、今後再確認することとなった。他に第１回会議で保留扱いとした手掛かり情報なし１件について血縁関係の確認ができたことの報告を行った。

３ 第３回会議（令和２年12月22日開催）
○ 81件について鑑定を行った。このうち、血縁関係の確認ができたものが９件（うち手掛かり情報なし2件）。血縁関係の確認ができなかったものが65件。７件に

ついては、より精度の高い分析を行ったうえで、今後再確認することとなった。

４ 第４回会議（令和３年２月17日開催）

○ 28件について鑑定を行った。このうち、血縁関係の確認ができたものが４件。血縁関係の確認ができなかったものが18件。６件については、
より精度の高い分析を行ったうえで、今後再確認することとなった。

５ 第５回会議（令和３年３月23日開催）
○ 60件について鑑定を行った。このうち、血縁関係の確認ができたものが６件。血縁関係の確認ができなかったものが５件。49件については、

より精度の高い分析を行ったうえで、今後再確認することとなった。

６ 第６回会議（令和３年６月22日開催）

○ 53件について鑑定を行った。血縁関係の確認ができたものが１件。血縁関係の確認ができなかったものが51件。１件については、
より精度の高い分析を行ったうえで、今後再確認することとなった。

７ 第７回会議（令和３年９月22日開催）
○ 110件について鑑定を行った。血縁関係の確認ができたものが４件。血縁関係の確認ができなかったものが103件。３件については、

より精度の高い分析を行ったうえで、今後再確認することとなった。

８ 第８回会議（令和３年12月15日開催）
○ 110件について鑑定を行った。血縁関係の確認ができたものが５件（注1）。血縁関係の確認ができなかったものが105件。

（注1）前回の第７回会議で血縁関係が確認できたものと同一個体であることが確認できた１件を含む。

９ 第９回会議（令和４年２月９日開催）
○ 114件について鑑定を行った。血縁関係が確認できたものが２件（注2）。血縁関係が確認できなかったものが112件。

（注2）第９回会議で血縁関係が確認できた２件のうち１件については、第10回会議で結論を保留し、必要な分析を行った上で、今後再確認することとなった。

10 第10回会議（令和４年３月23日開催）
○ 124件について鑑定を行った。血縁関係が確認できなかったものが122件。 ２件については、血縁関係の鑑定をしたものの結論を保留し、

必要な分析を行った上で、今後再確認することとなった。

戦没者の遺骨を関係遺族にお返しするため、平成15年度から、記名等のある遺留品等を手掛かりに関係遺族を推定できる場合に
は、希望する遺族に対して国費により身元特定のためのDNA鑑定を実施している。
現在、DNA鑑定の専門家で構成される本会議において、戦没者遺骨と関係遺族に係る個別のDNA鑑定を行っている。

身元特定ＤＮＡ鑑定会議について

【会議概要】 議事要旨は厚生労働省ホームページにおいて公表しています。 ※血縁関係の確認ができたものについて、特に記載のないものは
手掛かり情報がある件数
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戦没者遺骨の身元特定のためのDNA鑑定結果の状況

令和４年３月末現在（単位：件）

※身元判明数の地域別内訳 ： 旧ソ連地域：1,182 南方等：28

年 度 判 明 否 定 計

平成15年度 8 0 8

平成16年度 47 24 71

平成17年度 157 36 193

平成18年度 168 245 413

平成19年度 149 187 336

平成20年度 145 71 216

平成21年度 86 76 162

平成22年度 46 60 106

平成23年度 30 15 45

平成24年度 32 65 97

平成25年度 68 126 194

平成26年度 65 125 190

平成27年度 43 93 136

平成28年度 40 394 434

平成29年度 16 50 66

平成30年度 49 444 493

令和元年度 25 231 256

令和２年度 26 186 212

令和３年度 10 493 503

計 ※1,210 2,921 4,131
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年度 遺骨件数 遺族件数 （参考）鑑定機関数

平成29年度 202 191 11

平成30年度 330 397 11

令和元年度 768 502 12

令和２年度 955 553 12

令和３年度 684 754 12

身元特定のDNA鑑定のためのSTR型分析件数
（令和４年３月末現在）

※再分析した件数を含む
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【令和２年度までの経緯】

○ 戦没者遺骨の身元特定のためのDNA鑑定については、これまで遺留品等からご遺族が推定できる場合に、ご
遺族からの申請に基づいて戦没者遺骨とのDNA鑑定を行い、判明した場合、ご遺骨を返還している。

○ 戦後70年以上を経てご遺族が高齢化されていることを踏まえ、平成29年度より、沖縄県で収容された遺留品等
の手掛かり情報のない戦没者遺骨について、試行的にDNA鑑定を公募により実施。さらに、令和２年４月から、
試行的取組の対象を拡大し、硫黄島及びキリバス共和国ギルバート諸島タラワ環礁の戦没者遺骨についても、
DNA鑑定を公募により実施。

〇 その結果、令和２年８月及び９月に、キリバス共和国の戦没者遺骨２柱について、ご遺族との間で身元が特定。
また、令和２年12月には、硫黄島の戦没者遺骨２柱について、ご遺族との間で身元が特定された。

〇 試行的取組の結果を踏まえ、遺留品等の手掛かり情報がない戦没者遺骨の身元特定のためのDNA鑑定を地
域を沖縄、硫黄島及びタラワ環礁に加えて、厚生労働省が検体を保管している全地域にも拡大して公募により実
施することとし、令和３年10月を目途に受付を開始する旨を令和３年２月５日に公表。

【令和３年度の取組状況】

○ 令和３年７月にＤＮＡ鑑定の対象地域を公表。同年８月27日に厚生労働省HPに申請方法の詳細を公表。

○ 令和３年10月１日から申請受付を開始（⇒令和4年3月末までの申請件数：947件）

○ 本取組をご遺族に広くお知らせするため、以下のとおり、広報活動を実施。
・ 政府広報や全国紙・ブロック紙を含む地方紙各紙への新聞広告

（※令和３年６月:全国紙・ブロック紙、７月:沖縄県主要地方紙、９月:全国紙、ブロック紙及び沖縄県主要地方紙、11月:地方紙60紙）

・ 政府広報によるインターネットテキスト広告（令和３年８月９日～８月15日）
・ 日本遺族会や地方自治体の広報誌への掲載
・ 地方自治体や介護施設におけるポスターの掲示やリーフレットの設置
・ 沖縄でＤＮＡ鑑定相談会を実施（令和３年10月26日、27日）
・ 令和４年２月に一部の郵便局においてポスターを掲示
・ 令和４年３月に厚生労働省twitterにおいて情報を発信

遺留品等の手掛かり情報がない戦没者遺骨の身元特定のための
DNA鑑定の実施について
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【令和４年度の取組】

○ 令和3年度と同様に、様々な手段を通じて、
戦没者遺骨の身元特定のためのDNA鑑定の
申請をご案内

・ 政府広報や全国紙・ブロック紙を含む地方紙各紙へ
の新聞広告

・ 日本遺族会や日本戦没者遺骨収集推進協会等の
関係団体や地方自治体の広報誌への掲載依頼

・ 地方自治体や介護施設におけるポスターの掲示や
リーフレットの設置

○ 更なる広報の取組として、

・ 厚生労働省twitterにおいて、リーフレットの
掲載情報を毎月発信

・ 令和4年6月に援護年金受給者や恩給受給
者の方に送付される受給額のお知らせにリー
フレットを同封し、関係する御遺族の方へ直接
案内をご連絡

・ 広報紙掲載等のご協力いただける関係団体
を増やすなどの取組を実施

遺留品等の手掛かり情報がない戦没者遺骨の身元特定のための
DNA鑑定に関する広報について
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戦没者遺骨の所属集団判定会議について

１ 第１回会議（令和２年７月３１日開催）
○ 所属集団判定会議について

当面の検討課題等を整理し、日本人と判定する基準、遺骨収容に関する技術の向上等について、検討していくこととされた。
○ 日本人遺骨の判定について

国際的なデータベースを基に日本人と判定する基準（判定基準）を設定するに当たり整理すべき事項について議論を行った。今後さらに具体的な判定基準
を議論していくこととされた。判定基準の議論を行う際、令和元年８月に検体を採取したカザフスタン（第347収容所レニノゴルスク市）埋葬地の14検体のDNA
データ等を資料として検討した。 14検体のうち、２ 検体については日本人の遺骨である蓋然性が低く、その他の12検体については日本人の遺骨である蓋然
性があるが、判定結果を確定するには至らず、引き続き、判定基準を含め議論を行い、日本人の遺骨であるか否かを判定することとされた。

２ 第２回会議（令和２年10月２日開催）
○ 日本人遺骨の判定について

STR型を基本とした分析（Y-STR、ミトコンドリアDNA）結果を基に国際的に利用されているWeb上のデータベース（YHRD、EMPOP）を利用して導き出したY染
色体・ミトコンドリアDNAのハプログループと埋葬地・収容地の性格区分により日本人の遺骨の蓋然性を判定する基準について検討した。

○ カザフスタン（第347収容所レニノゴルスク市）埋葬地の判定について
令和元年8月に検体を採取したカザフスタン（第347収容所レニノゴルスク市）埋葬地の14検体について判定を行った。

３ 第３回会議（令和２年12月３日開催）
○ ロシア、沖縄、マーシャル諸島、ビスマーク・ソロモン諸島、キリバス、ウェーク島、ミャンマー、 東部ニューギニア、 フィリピンの遺骨の検体について判定が

行われた。

４ 第４回会議（令和３年３月10日開催）
○ 硫黄島、樺太、東部ニューギニア等（オーストラリア・クイーンズランド博物館）、ロシアの遺骨の検体について判定が行われた。

５ 第５回会議（令和３年６月10日開催）
○ ロシア、カザフスタン、パプアニューギニア、パラオ、ミャンマーの遺骨の検体について判定が行われた。

６ 第６回会議（令和３年９月13日開催）
○ ロシア、ベトナム、インド、タイ、カザフスタン、ソロモン諸島、硫黄島の遺骨の検体について判定が行われた。

７ 第７回会議（令和３年12月20日開催）
○ ロシア、占守島、樺太、ノモンハン、米国（ウェーク島）、ミクロネシア（ウォーレアイ環礁）の遺骨の検体について判定が行われた。

８ 第８回会議（令和４年１月11日開催）
○ インドネシア、ロシア、フィリピン、マーシャル諸島、ミャンマー、パラオの遺骨の検体について判定が行われた。

９ 第９回会議（令和４年３月28日開催）
○ ロシア、硫黄島、沖縄、キリバス、トラック諸島、東部ニューギニアの遺骨の検体について判定が行われた。

「戦没者遺骨のDNA鑑定人会議」において、収容された遺骨の一部について、日本人の遺骨ではない可能性が指摘されていたにもかかわらず、
適切な対応がなされていなかったことから、事業の見直しを行い、令和２年５月に見直し方針を公表し、日本人の遺骨であるかの判定を、専門家に
よる「所属集団判定会議」で行うこととした。

所属集団判定会議について

【会議概要】 ※議事要旨は厚生労働省ホームページにおいて公表しています。
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所属集団判定会議における戦没者遺骨の所属集団判定状況

令和４年３月末現在（単位：件）

年 度
判定
会議

日本人遺骨
日本人遺骨の可

能性が低い
次世代シークエンサに
て更なる分析を行う

計

令和２年度

第1回

999
第2回 12 2 0
第3回 130 0 44
第4回 687 38 86

令和３年度

第5回 606 0 444

4,371
第6回 1,022 0 165
第7回 608 29 154
第8回 550 26 129
第9回 419 1 218

計 4,034 96 1,240 5,370

※ このほか、遺骨収集有識者会議「戦没者遺骨の所属集団の鑑定及び鑑定方法の検討等に関する専門技術チーム」によるロシア７事例の判定によ
り日本人遺骨の可能性が低いと判定された遺骨が460件ある。
また、同チーム報告書（令和２年３月25日）において、一部日本人の遺骨である可能性が低い遺骨も入ったロシア２事例、全てが日本人の可能性が

低いとされたフィリピン10検体、及び、「「戦没者遺骨のDNA鑑定人会議」において日本人でない遺骨が収容された可能性が新たに指摘された事例に
ついて」（令和元年12月18日）において公表した、ロシア４事例、ミャンマー２事例、ツバル１事例の遺骨計241件については、次世代シークエンサを用
いたＳＮＰ分析を導入・実施し、所属集団の判定を行うこととしていた。
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令和３年度委託事業（次世代シークエンサを使用したSNP分析）の結果について

○ 令和３年度委託事業では、以下の211検体について、次世代シークエンサを使用したSNP分析を実施。

① 令和２年度及び３年度所属集団判定会議において「判定不可」とされた中から選定した118検体

② これまでの「戦没者遺骨のDNA鑑定人会議」において日本人でない遺骨が収容された可能性が指
摘された埋葬地の241検体のうち、令和２年度委託事業によるSNP分析で結果が得られた156検体を
除く85検体（※）

※令和2年度委託事業によるSNP分析の結果から再鑑定とした58検体（旧ソ連地域）と令和3年度実施予定としていた

27検体（旧ソ連地域13検体とフィリピン・ミャンマー・ツバル14検体）。

※当該58検体について、令和２年度分析においては過去に抽出済のDNA溶液を主に分析したが、改めて検体からDNA
抽出した上で再鑑定することとした。

③ 平成30年10月フィリピンにおける遺骨収集調査派遣により、所属集団判定用として持ち帰った
８検体

○ なお、令和3年度委託事業では、⻭・骨からDNAを抽出した上で分析を実施（事業実施は独⽴⾏政法⼈
国⽴科学博物館に委託）

１．分析対象について
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（１）上記１．①の118検体の分析結果
（※本検体は、「所属集団判定会議」において、「判定不可」とされた検体）

○ 所属集団判定会議で「判定不可」となった検体について、次世代シークエンサを使⽤したSNP分析の
結果、一定の割合で判定結果が出ている（118検体のうち85検体。72％）。

特に北⽅地域の検体では、SNP分析で100％の判定結果が得られている。

○ 一方で、南方地域については、北⽅地域の検体と比べてDNAの状態が悪く、判定不可が⽬⽴つ結果と
なった（105検体のうち33検体。31.4％）。

○ 今後、当該118検体について、所属集団判定会議における専門家による総合的な判断を経て、所属集団
の判定を⾏う。

所属集団判定会議の審議において
「判定不可」とされた検体

SNP分析により判定結果を得られたもの
判定不可

小計 日本人
日本人の

可能性が高い
日本人でない
可能性が高い

日本人でない

北⽅地域
（旧ソ連地域）

13
13

(100%)
1 - - 12

0
(0%)

南方地域
（東部ニューギニア、
パラオ（ペリリュー島）

など）

105
72

（68.6％）
59 13 - -

33
（31.4％）

合計 118
85

（72％）
60 13 - 12

33
（28％）

２．分析結果について

（単位：件数）

※表中「日本人」「日本人の可能性が高い」「日本人でない可能性が高い」「日本人でない」の記載は、
令和3年度委託事業報告から引用したもの。以下同じ。
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（２）上記１．②の85検体の分析結果
※本検体は、これまでの「戦没者遺骨のDNA鑑定人会議」において、日本人でない遺骨が収容された
可能性が指摘された埋葬地等の検体であり、所属集団判定会議において未審議の検体

（３）上記１．③の8検体の分析結果（※本検体は、所属集団判定会議において未審議の検体）

分析対象検体
SNP分析により判定結果を得られたもの

判定不可
小計 日本人

日本人の
可能性が高い

日本人でない
可能性が高い

日本人でない

北⽅地域
（旧ソ連地域）

71
68

(95.8%)
26 ３ ３ 36

３
(4.2%)

南方地域
（フィリピン・

ミャンマー・ツバル）

14
12

（85.7％）
- - - 12

２
（14.3％）

合計 85
80

（94.1％）
26 ３ ３ 48

５
（5.9％）

○ 次世代シークエンサを使用したSNP分析の結果、一定の割合で判定結果が出ている。一方、検体の状態
などにより、判定の可否が左右される結果となった。

○ 今後、当該85検体及び8検体について、所属集団判定会議における専門家による総合的な判断を経て、
所属集団の判定を⾏う。

分析対象検体
（フィリピン）

SNP分析により判定結果を得られたもの

判定不可
小計 日本人

日本人の
可能性が高い

日本人でない
可能性が高い

日本人でない

合計 ８
３

(37.5%)
2 - - １

5
(62.5%)

（単位：件数）

（単位：件数）
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現地住⺠等や交戦国の
兵士等と判定

年齢や性別において矛盾なく、モンゴロイド（アジア系）
と判定or判定不能（判定に迷う場合） 遺留品等から、

現地住⺠等と判定

遺骨の収容

遺骨の形質の鑑定

日本人の遺骨である蓋然性の確認

検体のみを持ち帰り（未焼骨）
※検体以外の部位は現地で保管又は再埋葬

遺骨は持ち帰らない

遺留品等があり、日本人の遺骨である蓋然性が高いと判定
（鑑定人等が直接又は写真等により確認）

DNA分析（STR型の分析を基本）

WEB上のデータベースを参照し所属集団を推定

判定不可

次世代シークエンサによるSNP分析で所属集団の推定

日本人の遺骨
であると推定

相手国と協議した上
で原則返還

日本人の遺骨である
可能性が低い日本人の遺骨であると推定

※身元特定のためのDNA鑑定も
並行して実施

遺族に返還

身元が特定で
きた遺骨

身元が特定できな
かった遺骨

日本人の遺骨
である可能性
が低い

専門家による総合的な判断
※DNA鑑定や形質鑑定の結果・埋葬資料

・遺留品等を総合的に勘案し判断

千鳥ヶ淵戦没者墓苑に納骨
（検体は未焼骨で厚労省に保管）

所属集団推定の
ための専門家に
よる会議 ※

※常染色体STR型、Y染色体STR型、ミトコンドリアDNA型を分析
※データベースの参照に必要なDNA型が検出できない場合は、次世代シー
クエンサによるSNP分析や専門家による総合的な判断を検討

※現在身元特定のためのDNA鑑定を実施している鑑定機関において実施

現地で焼骨・慰霊を行った上で、
検体以外の部位を日本に持ち帰り

判定不可（日本人の遺骨である可能性はあるが確実
といえないもの、DNAデータが取れないもの）

日本人の遺骨である
可能性が低い又は
判定不可

日本人の遺骨
であると推定

埋葬地資料又は海外公文書館の資料や、現地での証言等を精
査し、その結果に基づき遺骨を収容

現地及び日本の遺骨の形質の専門家(遺骨鑑定人)により実施

埋葬地資料又は海外公文書館の資料、現地での証言等の手掛
かり情報、さらには埋葬の状況、遺留品等の状況を踏まえ、
総合的に判断する。（判断の根拠等について、写真も含め、
作成する報告書に明確に記録する。）

※以下の条件を満たすもの
・DNA鑑定により埋葬地又は集団として日本人
の埋葬地又は集団であると推定される。
・埋葬名簿や部隊記録等から日本人以外が含ま
れていない。
・DNA鑑定の結果、日本に多く分布する型であ
る。

身元特定のため
の専門家による
会議（DNA鑑定
人会議）

※所属集団推定のための専門家による会議及び対応
WEB 上のデータベースを参照したDNA分析や次世代シークエンサによる

SNP 分析の結果は、所属集団推定のための専門家による会議で議論した上で、
その所属集団の推定を行う（「戦没者遺骨の所属集団の鑑定及び鑑定方法の
検討等に関する専門技術チーム報告書（令和２年３月25日）」）

現在の遺骨収容・鑑定プロセス
（令和２年５月２１日「戦没者遺骨収集事業及び事業実施体制の抜本的な見直しについて」別紙）
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１．「戦没者遺骨収集における同位体分析の活用に係る検討会」において指摘された課題（※１）

（※１）令和３年４月、援護担当大臣官房審議官の下に同位体分析等の専門家を構成員とする検討会を設置（座長は東京大学の米田穣教授）
検討会において、同位体分析を戦没者遺骨鑑定に活用する上で検討すべき課題を整理し、同年１２月に報告書を取りまとめ

（１）同位体分析に用いる検体処理の標準分析法（プロトコル）の確立
（２）年代測定（沖縄県の古墓由来遺骨（※２）の判定に試験的に実施）における判定基準の精度検証

（※２）沖縄に古来よりある自然壕等を利用した墓の遺骨

（３）所属集団判定における判定基準の検討

２．令和４年度研究事業の主な内容（東京大学総合研究博物館に委託）

（１）同位体分析の標準分析法（プロトコル）を作成

・骨や歯から検体を採取する前処理から試料分析に至るまでの標準分析法を作成する。

（２）年代測定における現在の暫定基準値の精度検証と、基準値の確立

・ 沖縄の古墓由来遺骨の判定のために試験的に実施している放射性炭素同位体分析を用いた
年代測定について、その暫定基準値を検証し、年代測定の基準値を確定する。

（３）所属集団判定における判定基準の検討に必要な安定同位体分析のデータ収集と検証

・ 日本人に関する安定同位体比のデータを収集・精査して、日本人の安定同位体比の分布域と
基準値を作成する。（→次年度以降、戦没者遺骨の所属集団判定への活用について検討）

・ 文献調査等により、遺骨に関する安定同位体分析の応用事例を収集する。

課題を

研究事業
を通じて
検討

（参考）同位体分析について

同じ種類の原子でも重さの違う同位体（例えば炭素は３つ
の同位体）がある。同位体を活用した分析としては、

①放射線を出しながら別な原子に変化する割合を基に、
生物の生存していた年代を推定する「放射性同位体分析」と

②環境中の同位体比の違いを基に、生物の生存していた
地域・環境を推定する「安定同位体分析」がある。

炭素から窒素
の変化割合
から年代測定

同じ炭素でも安定同位体比の違いから生物
が生息していた地域・環境を推定

戦没者遺骨鑑定における同位体分析の活用に関する研究について
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（参考資料）
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検体数
13,178 ※１

DNA抽出済み
12,090

身元が判明した遺骨 1,210

日
本
人
の
遺
骨
で
あ
る
こ
と
の
確
認
状
況

日本人の遺骨 4,034

日本人である可能性が低い遺骨 556
・遺骨収集有識者会議専門技術チーム報告書において指摘されたもの※2 460件
・所属集団判定会議における判定 96件

次世代シークエンサにて更なる分析を行う遺骨 1,481
・遺骨収集有識者会議専門技術チーム報告書において指摘されたもの※3 241件
・所属集団判定会議において更なる分析が必要とされたもの 1,240件

今後、所属集団の判定を行う予定 4,809

DNA未抽出（今後実施予定のもの） 1,088※4

DNA鑑定の実施状況
（令和４年３月末現在）

（括弧内は令和3年3月末時点の件数）

（1,200）

（829）

（500）

（371）

（8,506）

（974）

（11,406）
（12,380）

（460）

（40）

（130）

（241）

参考１

※１ 平成11年度以降、身元特定のために持ち帰った検体の総数。
※２ 「戦没者遺骨の所属集団の鑑定及び鑑定方法の検討等に関する専門技術チーム 報告書」（令和２年３月25日）において、日本人を主体とした埋葬地ではないとされたロシア７事例。
※３ 「戦没者遺骨の所属集団の鑑定及び鑑定方法の検討等に関する専門技術チーム 報告書」（令和２年３月25日）において、一部日本人の遺骨である可能性が低い遺骨も入ったロシ

ア２事例、全てが日本人の可能性が低いとされたフィリピン10検体。そのほか、 「「戦没者遺骨のDNA鑑定人会議」において日本人でない遺骨が収容された可能性が新たに指摘され
た事例について」（令和元年12月18日）において公表した、ロシア４事例、ミャンマー２事例、ツバル１事例。

※４ DNA抽出中のものを含む。
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収集地域 検体数

旧ソ連 7,078

モンゴル 632

樺太 80

ノモンハン 112

硫黄島 658

沖縄 918

フィリピン 40

インドネシア 36

タイ 2

インド 4

ミャンマー 102

収集地域 検体数

東部ニューギニア 280

ビスマーク・ソロモン諸島 823

マリアナ諸島 812

パラオ諸島 101

マーシャル諸島 73

ギルバート諸島（タラワ） 171

ウエーク島 6

トラック諸島 20

メレヨン島（ウォーレアイ） 6

ツバル 1

不明 13

※一部について鑑定中の遺骨があり、数値に変更が生じる
可能性がある。

※身元が特定されたものを除く。
※米国大使館等から受領し収集地域が不明のものは、
収集地域欄に「不明」と表記。

合 計 11,968

地域別保管検体数
（令和４年３月末現在）
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遺留品等の手掛かり情報がない戦没者遺骨の身元特定のためのDNA鑑定（試行的取組の結果）

○遺留品等の手掛かり情報のない戦没者遺骨の身元特定のためのDNA鑑定については、戦後70年以上を経てご遺族

が高齢化されていることを踏まえ、試行的取組として、平成29年度より沖縄県、令和２年度からは硫黄島及びキリバス共

和国ギルバート諸島タラワ環礁で収容された戦没者遺骨について公募により実施。

【キリバス共和国ギルバート諸島タラワ環礁のご遺骨について】

・ キリバス共和国ギルバート諸島タラワ環礁にて収容された米国DPAA（※）管理下のアジア系遺骨については、令和

元年に米国DPAAより、DNA鑑定等のための検体の提供を受け、専門機関において、身元特定のためのDNA分析等

を実施。 ※米国DPAA･･･米国国防総省捕虜・行方不明者調査局(Defense POW/MIA accounting Agency)

・ ご遺族から提供された検体と米国DPAAから提供された検体の照合を行ったところ、令和２年８月及び９月に２柱につ

いて日本人遺族との間に血縁関係があるとの結果が得られた。

・ 当該２柱のご遺骨については、ハワイのDPAA研究所に保管されていたところ、新型コロナウイルス感染症による

ハワイへの渡航制限が緩和されたことから、令和２年11月27日に日本へ持ち帰り、令和３年２月にご遺族にお渡しした。

【硫黄島のご遺骨について】

・ ご遺族から提供された検体と硫黄島で収容された戦没者遺骨の検体の照合を行ったところ、令和２年12月に２柱に

ついて日本人遺族との間に血縁関係があるとの結果が得られた。

・ 令和３年２月に１柱、３月に１柱をご遺族にお渡しした。

参考２

20



21



「戦没者遺骨収集における同位体分析の活用に係る検討会」報告書概要（令和3年12月）

○ 同位体分析（※１）については、令和２年５月に厚生労働省がとりまとめた「戦没者遺骨収集事業及び事業実施体制の
抜本的な見直しについて」において、
・ 放射性炭素同位体分析による年代測定を必要に応じ実施し活用する
・ 遺骨の所属集団の判定（日本人の遺骨であるかの判定）に応用できる可能性があることから安定同位体分析の研究を行っていく

とされたところ。

※１ 同位体分析について
・ 同位体： 同じ元素でも中性子の数が異なり質量数（重さ）が違う原子。例えば、炭素（Ｃ）には、自然界では中性子の数が異なる12Ｃ、13Ｃ、14Ｃの３つの同位体

が存在する。同位体には、同じ原子のまま安定している「安定同位体」（例： 12Ｃ、13Ｃは炭素のまま存在）と、原子核が不安定で放射線を出しながら壊れて、
徐々に他の原子になる「放射性同位体」 （例： 14Ｃは壊れて窒素（Ｎ）になる）とがある。

・ 放射性炭素同位体分析： 「放射性同位体」である炭素( 14Ｃ)を用いて、生物の生存していた年代を測定する分析法。14Ｃは自然界ではほぼ一定の割合で
存在している。生物の生命活動停止後は、その生物の遺骸において炭素14Ｃは時間とともに壊変し、一定の期間（半減期）をかけて窒素(Ｎ)へ変化していく。
この14Ｃの減少の割合を利用し、生物の生存していた年代を推定する。

・ 安定同位体分析： 「安定同位体」である原子の割合により、生物の生存していた地域や環境を推定する分析法。酸素(Ｏ)の場合、質量数が異なる16Ｏと18Ｏ
という安定同位体が存在。酸素の同位体比（18Ｏ/16Ｏ）は、各地域における大気や水などの環境により変化し、そこに生きる生物の体内に反映される。
育った地域によって生物中の酸素の同位体比が異なることを利用し、その生物の生息する環境を推定する。

○ 令和３年４月以降４回にわたり、援護担当の大臣官房審議官の下、同位体分析等の専門家を構成員とした
「戦没者遺骨収集における同位体分析の活用に係る検討会」を開催（※２）。

※２ 同位体分析を戦没者遺骨の鑑定に応用するにあたっての重要な課題である以下の点等について議論を行った。
・ 検体処理に関するプロトコル（作業手順）の妥当性について ・ 同位体分析の有用性と、具体的な判定基準の作成について

○ 現在、沖縄の古墓（沖縄に古来よりある自然壕等を利用した墓）由来の遺骨と戦没者遺骨を区別することを目的
として試験的に放射性炭素同位体分析による年代測定を行っている。
より精度を高めるために、引き続き研究を行う。

○ 安定同位体分析は、理論的には、戦没者遺骨の鑑定（日本人の遺骨であるかの所属集団判定）にも有用である
が、遺骨収集事業の対象地域での応用可能性については、データ不足などにより、まだ検証されていない。
今後、検証が行われた後、DNA分析と組み合わせて安定同位体分析を戦没者遺骨の鑑定プロセスに応用する

ことも必要となる場合があると考えられるため、引き続き研究を行う。

１．経緯

２．現状及び今後の方針

参考３
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（１）分析法に係る標準プロトコルの作成
○ 分析法に係る標準プロトコル（標準分析法）（歯・骨）を作成する。

（２）放射性炭素年代測定における暫定基準値の検証及び基準値の作成
○ 沖縄の古墓由来の遺骨に関し、現在試験的に実施している取組について、現在の暫定基準値が妥当か、また、

この暫定基準値を定めるにあたって使用したデータ（試験条件、生データ、統計処理法など）が妥当か精査を行う。
○ 精査過程で判断した結果、データの品質が十分であれば、既存データから安全域を考慮した基準値を作成する

（不十分であれば、新たに実測した結果から参照データを収集する）。
○ 作成した基準値をもって古墓由来の可能性がある遺骨の判定に活用する。必要に応じ基準値を見直す。

（３）安定同位体分析の所属集団判定への応用についての検証
○ 歯牙を収集するなどにより、炭素、窒素、酸素、硫黄、ストロンチウム等の同位体比データを収集する。

日本人についてのデータの精査及び収集を行い、同位体比の分布域図及び基準値を作成し、基準値の有効性を検
証する。
また、パイロットスタディとして海外の地域（例えば南方地域）においても取組を進める。

○ 各国の遺骨に関する安定同位体分析の応用事例を収集する。
○ 対象地域における食物や水由来試料から得られる安定同位体比分布予測モデルの作成を検討する。

参考２ 今後の研究予定内容の詳細

参考１ 「戦没者遺骨収集における同位体分析の活用に係る検討会」構成員

石田 肇 琉球大学大学院医学研究科人体解剖学講座教授

覚張 隆史 金沢大学国際文化資源学研究センター助教

染田 英利
社会・援護局事業課戦没者遺骨鑑定推進室事業専門官

（併）防衛医科大学校防衛医学研究センター付（兼）琉球大学非常勤講師

陀安 一郎 総合地球環境学研究所研究基盤国際センター教授

米田 穣 ○ 東京大学総合研究博物館放射性炭素年代測定室教授

※ ５０音順、敬称略、○は座長

いしだ はじめ

がくはり たかし

そめだ ひでとし

たやす いちろう

よねだ みのる
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戦没者遺骨鑑定センター運営会議の 

開催について 

 

 

１．目的 

戦没者遺骨鑑定センターの業務の適正運営及び戦没者遺骨の鑑定の適正

実施のため、戦没者遺骨鑑定センターにおいて「戦没者遺骨鑑定センター

運営会議」（以下「会議」という。）を開催し、同センターの年度計画の審議

を行うとともに、戦没者遺骨の鑑定方法の見直しや新たな鑑定技術の活用

等について議論を行う。 

 

 

２．構成 

 会議の構成員は別紙のとおりとする（法医学、人類学等の専門的知識を

有する者）。 

 

 

３．運営 

 会議は、率直な意見交換が損なわれるおそれがあることや DNA 情報等の

個人に関する情報を保護する必要があるため非公開とする。 

なお、会議終了後、可能な範囲で資料を公表し、議事要旨をホームページ

において公開する。 

 
 

４．その他 

このほか、会議の運営に関し必要な事項は、戦没者遺骨鑑定センターに

おいて定める。 

 

 

 

 

 

 

 

                  

参考４ 
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別紙 

 

戦没者遺骨鑑定センター運営会議 構成員 

 

（五十音順、敬称略） 

 

浅村
あさむら

 英樹
ひ で き

 ○ 信州大学医学部法医学教室教授 

篠田
し の だ

 謙一
けんいち

 国立科学博物館館長 

玉木
た ま き

 敬二
け い じ

 京都大学大学院医学研究科法医学講座教授 

橋本
はしもと

 正
まさ

次
つぐ

 東京歯科大学副学長 

注 ○は座長 
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所属集団判定会議の開催について 

 

 

１．目的 

戦没者遺骨について、DNA 鑑定や形質鑑定の結果、埋葬地資料、遺留品等

を総合的に勘案し、日本人の遺骨であるか否かを判断するため、戦没者遺

骨鑑定センターにおいて「所属集団判定会議」（以下「会議」という。）を開

催する。 

 

 

２．構成 

(1) 会議の構成員は別紙のとおりとする（法医学、人類学等の専門的知識

を有する者）。 

(2) 構成員の中から、DNA 鑑定分科会を参集する。 

 

 

３．運営 

 会議は、DNA 情報等の個人に関する情報を保護する必要があるため非公開

とする。 

なお、会議終了後、可能な範囲で資料を公表し、議事要旨をホームページ

において公開する。 

  

 

４．その他 

このほか、会議の運営に関し必要な事項は、戦没者遺骨鑑定センターに

おいて定める。 
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別紙 

 

所属集団判定会議 構成員 

 

（五十音順、敬称略） 

 

安達
あ だ ち

 登
のぼる

 ※ 山梨大学医学部法医学講座教授 

北川
きたがわ

 美
み

佐
さ

 ※ 大阪医科薬科大学医学教室技術員主幹 

坂上
さかうえ

 和弘
かずひろ

 国立科学博物館人類研究部研究主幹 

坂
さか

 英樹
ひ で き

 明海大学歯学部教授 

篠田
し の だ

 謙一
けんいち

 ○※ 国立科学博物館館長 

竹中
たけなか

 正巳
ま さ み

 鹿児島女子短期大学生活科学科教授 

橋本
はしもと

 正
まさ

次
つぐ

 東京歯科大学副学長 

山田
や ま だ

 良
よし

広
ひろ

 ※ 
神奈川歯科大学大学院災害医療歯科学講座

法歯学教授 

注 ○は座長 

  ※は DNA 鑑定分科会構成員 
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身元特定 DNA 鑑定会議の開催について 

 

 

１．目的 

戦没者遺骨について、DNA 鑑定の結果等を勘案して身元を特定し、遺族に

返還するため、戦没者遺骨鑑定センターにおいて「身元特定 DNA 鑑定会議」

（以下「会議」という。）を開催する。 

 

 

２．構成 

 会議の構成員は別紙のとおりとする（法医学等の専門的知識を有する者）。 

 

 

３．運営 

 会議は、DNA 情報等の個人に関する情報を保護する必要があるため非公開

とする。 

なお、会議終了後、可能な範囲で資料を公表し、議事要旨をホームページ

において公開する。  

  
  

４．その他 

このほか、会議の運営に関し必要な事項は、戦没者遺骨鑑定センターに

おいて定める。 
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別紙 

 

身元特定 DNA 鑑定会議 構成員 

 

（五十音順、敬称略） 

 

青木
あ お き

 康
やす

博
ひろ

 
名古屋市立大学大学院               

医学研究科法医学分野教授 

浅村
あさむら

 英樹
ひ で き

 ○ 信州大学医学部法医学教室教授 

浅利
あ さ り

 優
まさる

 旭川医科大学法医学講座准教授 

梅津
う め つ

 和夫
か ず お

 山形大学医学部医学科法医学教室客員准教授 

北川
きたがわ

 美
み

佐
さ

 大阪医科薬科大学法医学教室技術員主幹 

玉木
た ま き

 敬二
け い じ

 京都大学大学院医学研究科法医学講座教授 

中村
なかむら

 安孝
やすたか

 東京歯科大学法歯学・法人類学講座講師 

橋谷田
は し や だ

 真樹
ま さ き

 関西医科大学医学部法医学講座准教授 

福井
ふ く い

 謙二
け ん じ

 東京慈恵会医科大学法医学講座定年嘱託教員 

松末
まつすえ

 綾
あや

 福岡大学医学部法医学教室講師 

水口
みなぐち

  清
きよし

 東海大学医学部客員教授 

山田
や ま だ

 良
よ し

広
ひろ

 
神奈川歯科大学大学院災害医療歯科学講座 

法医歯科学教授 

吉井
よ し い

 富夫
と み お

 元警視庁科学捜査研究所理事官 

  注 ○は座長 
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戦没者遺骨収集における同位体分析の活用に係る検討会の開催について 

 

 

１．目的 

戦没者遺骨収集において収集した遺骨の年代測定・所属集団判定のため 

に同位体分析を活用する具体的方法や、活用にあたっての課題等を議 

論・検討するために、大臣官房審議官（社会、援護、人道調査、福祉連携 

担当）のもとで「戦没者遺骨収集における同位体分析の活用に係る検討 

会」（以下「検討会」という。）を開催する。  

 

２．構成 

(1) 検討会の構成員は別紙のとおりとする（同位体分析等の専門的知識 

を有する者）。 

(2) 検討会に座長を置き、座長は大臣官房審議官（社会、援護、人道調  

査、福祉連携担当）が指名する。  

 

３．運営 

(1) 検討会は、原則としてＷｅｂ会議形式で開催する。 

(2) 検討会は、公開することにより率直な意見の交換が損なわれるおそれ 

があるため非公開とする。 

なお、検討会終了後、可能な範囲で資料を公表し、議事要旨をホーム 

ページにおいて公開する。 

(3) 検討会の庶務は、社会・援護局事業課において行う。 

 

４．その他 

このほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が大臣官房審議官 

（社会、援護、人道調査、福祉連携担当）と協議の上、定める。 
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別紙 

 

戦没者遺骨収集における同位体分析の活用に係る検討会構成員 

 

（五十音順、敬称略） 

 

石田
い し だ

 肇
はじめ

 琉球大学大学院医学研究科人体解剖学講座教授 

覚
がく

張
はり

 隆史
た か し

 金沢大学国際文化資源学研究センター助教 

染田
そ め だ

 英
ひで

利
とし

 

社会・援護局事業課戦没者遺骨鑑定推進室事業専門官

（併）防衛医科大学校防衛医学研究センター付     

（兼）琉球大学非常勤講師 

陀安
た や す

 一郎
いちろう

 総合地球環境学研究所研究基盤国際センター教授 

米田
よ ね だ

 穣
みのる

  ○ 東京大学総合研究博物館放射性炭素年代測定室教授 

 

  注 〇は座長 
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